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日本公認会計士協会 東海会 公会計委員会 

2023年度 公共下水道事業に関する調査研究アンケート集計結果 

 

急速な人口減少等に伴う料金収入の減少や施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等により、公営企業（上

下水道等）を取り巻く経営環境は、厳しい状況にあります。こうした中で、必要な住民サービスを安定的に

提供していくためには、資産を含む経営状況を比較可能な形で的確に把握した上で、持続可能な経営の推進

や適切な原価計算による料金水準の設定等、公営企業の経営基盤を強化することが求められます。それらの

取組を進めるため、国（総務省）は地方自治体の下水道事業及び簡易水道事業について、令和５年度までに

地方公営企業法を適用し、公営企業会計化を行うことを要請しました。 

多くの地方自治体は、令和５年度までに下水道事業及び簡易水道事業の地方公営企業法の適用を実施しまし

たが、職員にとっては不慣れな企業会計や複式簿記の対応が必要になり、その対応に苦慮される状況があり

ます。 

そこで東海会公会計委員会では、多くの地方自治体が地方公営企業法の適用を完了した時期に、東海4県

（愛知・岐阜・静岡・三重）の地方自治体の公共下水道事業について、アンケート形式で概況調査を実施し

ましたので、その結果を皆様にご提供いたします。会員並びにアンケートにご協力いただきました地方自治

体の今後の業務に活用いただければと思います。 

日本公認会計士協会東海会 公会計委員会 

  

テーマ：公共下水道事業について 

対 象：東海4県下の政令市及び市町村等127団体（回答数：49団体） 

実施日：2024 年 2 月初旬～3 月中旬  

 

 

１．処理区域内人口を教えてください。 ※全ての団体で回答してください。 

a．30 万人以上 6 件 

b．15 万人以上 30 万人未満 3 件 

c．10 万人以上 15 万人未満 4 件 

d．5 万人以上 10 万人未満 14 件 

e．1.5 万人以上 3 万人未満 12 件 

f．3 万人以上 5 万人未満 4 件 

g．1 万人以上 1.5 万人未満 2 件 

h．5 千人以上 1 万人未満 4 件 

i．5 千人未満 0 件 

 

 

 

 

 

i,0件

a, 6件

b, 3件

c, 4件d, 14件

e, 12 件

f, 4件

g, 2件 h,4件
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a, 7 件

b, 18 件

c, 2 件

d, 16 件

e, 1 件

f, 4 件 g, 1 件

２．令和 6 年 2 月末現在、法適用事業ですか。 

※全ての団体で回答してください。 

a．はい 45 件 

b．いいえ 4 件 

     

3．地方公営企業法の適用予定年度はいつですか。 

※上記 2.で「ｂ.いいえ」の回答の団体のみ回答 

⇒４団体とも”令和６年度”と回答。 

 

 

 

４．地方公営企業法を適用して良かった（期待する）ことをご教示ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（e.回答 記述） 

・国費支援を受ける事が出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 固定資産の情報が整理され、買替や更新の

時期がわかりやすくなる。 

7 件 

b. 損益計算書における損益情報や適切な原

価に基づく料金水準が算出できる。 

18 件 

c. ストック情報も加味した中長期的な利益

を目標として事業運営ができる 

2 件 

d. 利益・資金管理を独立した会計で運営する

ことになることから、効率的な経営を意識

して実施することになる。 

16 件 

e. その他 1 件 

f. 特にない 4 件 

g.未回答 1 件 

a．はい, 45 件

b．いいえ, 4 件
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a, 25 件

b, 29 件

c, 25 件
d, 27 件

e, 24 件

f, 30 件

g, 1 件 h, 0 件

５．地方公営企業を適用して困っている（懸念事項）ことをご教示ください。（複数回答可） 

※法適用事業及び適用予定の事業は回答してください。 

a. 公営企業会計の予算書・決算書の作成

が難しい。 

26 件 

b. 公営企業会計や複式簿記を理解した

職員が不足している 

39 件 

c. 予算書・決算書及びその他公営企業会

計に関する説明が難しい。 

32 件 

d. システムなどの経費負担が増加した。 15 件 

e. その他 1 件 

f. 特にない 4 件 

（b.回答 記述） 

・消費税申告を理解した職員が不足している（1 件） 

 

 

 

６．自団体の公共下水道の現状と課題は、どのようなものでしょうか。（複数回答可） 

※全ての団体で回答してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 人口減少に伴い、使用料の減少や施設の稼

働率が低下している。 

25 件 

b. 施設の老朽化に伴い、更新需要の増大

している。 

29 件 

c. 職員数の減少に伴い、必要な人材の確

保と育成が困難になっている。 

25 件 

d. 公営企業会計や税金計算に対応でき

る人材の不足 

27 件 

e. 企業債（地方債）償還財源の確保 24 件 

f. 資材や人件費高騰による工事費の増大 30 件 

g. その他 1 件 

h. 特にない 0 件 

a, 26 件

b, 39 件

c, 32 件

d, 15 件

e, 1 件 f, 4 件
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７．過去５年度間で経営戦略の策定もしくは更新を行いましたか。 

※全ての団体で回答してください。 

a．はい 

（設問 8,9 にもご回答ください） 

38 件 

b．いいえ 

（設問 8.9 回答の必要はありません） 

11 件 

 

 

 

 

 

８．直近に策定した経営戦略において、使用料の改定に関して教えてください。 

上記 7.で「ａはい」の回答の団体のみ回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．経営戦略をきっかけとして、使用料改定を具体的に進めていますか。 

※上記 7.で「ａはい」の回答の団体のみ回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（d.回答 記述） 

・経営戦略の見直しのタイミングに合わせ、使用料改定の必要性の有無について検討予定（1 件） 

・改定時期は変更になったが実施予定（1 件） 

a. 改定時期・改定率などを具体的に記載

している（期間内に複数回の改定を予

定） 

5 件 

b. 改定時期・改定率などを具体的に記載

している（期間内に一度のみ予定） 

4 件 

c. 改定時期・改定率などは具体的に示さ

ないが、改定する方向である旨を記載し

ている 

17 件 

d. 改定はしない・記載していない。 12 件 

a．使用料改定済み 5 件 

b．使用料改定が決定し実施予定 6 件 

c．使用料改定について審議中 13 件 

d．その他 3 件 

e．改定を予定していない 9 件 

f．未回答 2 件 

a, 38 件

b, 11 件

a, 5 件

b, 4 件

c, 17 件

d, 12 件

a, 5件

b, 6件

c, 13件

d, 3件

e, 9件

f, 2件
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10．適切なストックマネジメントに基づく着実な更新のためにどのような取組みを実施または検討され

ていますか（複数回答可）※全ての団体で回答してください。 

a. 中長期（30 年以上）の更新需要を含

む財政収支見通しの把握 

15 件 

b. 日常の運転管理・点検等を通じた施設

の状態の診断・評価 

30 件 

c. 施設のダウンサイジングの検討 6 件 

d. 施設・管路の長寿命化の計画策定 31 件 

e. その他 1 件 

f. 実施・検討していない 3 件 

（b.回答 記述） 

・改築工事（1 件） 

 

 

 

 

 

11．固定資産台帳データは、どのような整理水準ですか。 

※法適用事業及び適用予定の事業は回答してください。 

a. 簡易整理手法（勘定科目及び耐用年数の区

分に沿った資産整理単位で調査・評価） 

1 件 

b. 標準整理手法（管路に関しては工事毎に整

理し、施設・設備等に関しては主要機器構成

で一資産として評価） 

34 件 

c. 詳細整理手法（実態資産を管理するシステ

ムデータを利用し資産整理して評価） 

6 件 

d. その他 1 件 

e. 不明・わからない。 7 件 

（d.回答 記述） 

・詳細整理手法だが、一部資産については簡易整理手法 

 

 

 

 

 

 

a, 1 件

b, 34 件

c, 6 件

d, 1 件

e, 7 件

a, 15 件

b, 30 件

c, 6 件

d, 31 件

e, 1 件 f, 3 件
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12．下水道台帳データは、どのような整理状況ですか。※全ての団体で回答してください。 

a．マッピングシステムを導入している 38 件 

b．マッピングシステムは導入していないが、維持管理や更新計画の検討に必要なデータ（構

造、規模、数量、竣工日、工事費、修繕情報、図面）は整理されている 

4 件 

c．マッピングシステムは導入しておらず、維持管理や更新計画の検討に必要な主要データ（構

造、規模、数量、竣工日、工事費、修繕情報、図面）は一部が不明である 

3 件 

d．マッピングシステムは導入しておらず、維持管理や更新計画の検討に必要な主要データ（構

造、規模、数量、竣工日、工事費、修繕情報、図面）はほとんど整理されていない 

3 件 

e．その他 0 件 

f．未回答 1 件 

（c.回答 記述） 

・主要なデータの内、修繕情報が不明（1 件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13. 令和 5 年度の収益的収入支出予算の収支状況を教えてください。 

※現在、法適用事業のみ回答してください。 

a. 損益均衡である。 6 件 

b. 収入超過（利益）である。 32 件 

c. 費用超過（損失）である。 7 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a, 38件

b, 4件

c, 3件

d, 3件 e, 0件 f, 1件

a, 6件

b, 32件

c, 7件
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14. 一般会計からの繰入（負担金、補助金、出資金、貸付金等）の状況を教えてください。 

a．一般会計からの繰入は一切受けてい

ない。 

0 件 

b．一般会計からの繰入は基準内繰入の

みを満額受けている。 

3 件 

c．一般会計からの繰入は基準内繰入の

みを一部受けている。 

1 件 

d．一般会計からの繰入は基準内繰入及

び基準外繰入を必要額受けている。 

36 件 

e．一般会計からの繰入は基準内繰入及

び基準外繰入を受けているが必要額は

受けていない。 

8 件 

f．その他 0 件 

g．未回答 1 件 

 

 

 

 

 

 

15. 官民連携の推進として、どのような取組みを実施または検討されていますか※複数回答可 

 

 

（f.回答 記述） 

・ウォーターPPP（1 件） 

 

 

 

 

a. 包括的委託（広範囲にわたる複数の業

務を一括して委託） 

22 件 

b. 他の下水道事業者への委託 2 件 

c. DBO 方式(自治体が資金調達し、施設の設

計・建設・運転管理などを包括的に委託） 

2 件 

d. PPP/PFI 方式 7 件 

e. 公共施設等運営権方式 1 件 

f. その他 2 件 

g. 実施・検討していない 19 件 

a, 22 件

b, 2 件

c, 2 件d, 7 件

e, 1 件

f, 2 件

g, 19 件

a, 0件 b, 3件

c, 1件

d, 36件

e, 8件

f, 0件
g, 1件
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16．ICT、IoT 等の先端技術の活用について、どのような取組みを実施または検討していますか 

（複数回答可）※全ての団体で回答してください。 

 

（e.回答 記述） 

・処理場の集中監視（1 件） 

・浸水センサ（1 件） 

 

 

 

 

17．脱炭素の取組みについて教えてください。 

（複数回答可）※全ての団体で回答してください。 

a．自然エネルギー（水力・風力・太陽光）

の活用 

4 件 

b．省エネルギーのための機器などの設

置・更新 

15 件 

c．下水汚泥バイオマスの利活用 5 件 

d．その他 1 件 

e．実施・検討していない 30 件 

f．未回答 1 件 

 

 

 

 

 

 

 

a．処理場等における集中監視・遠隔操作 17 件 

b．漏水情報の自動収集 0 件 

c．管路施設情報や水位・ポンプ等運転情報

のオンラインによる周知 

13 件 

d．AI 等を活用した施設や管路の劣化状況

の把握・診断 

2 件 

e．その他 3 件 

f．実施・検討していない 20 件 

g. 未回答 2 件 

a, 17 件

b, 0 件

c, 13 件
d, 2 件

e, 3 件

f, 20 件

g, 2 件

a, 4 件

b, 15 件

c, 5 件
d, 1 件

e, 30 件

f, 1 件
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18．近年の豪雨等による災害の頻発を踏まえ、どのような取組みを実施または検討していますか 

（複数回答可） ※全ての団体で回答してください。 

a．施設の浸水・管路の毀損等の危険度や

被災時の影響度等の予測 

12 件 

b．災害時の他団体との連携体制の見直

し・強化 

17 件 

c．貯留施設等の浸水対策 12 件 

d．施設・管路の耐震化 29 件 

e．その他 4 件 

f．実施・検討していない 5 件 

（e.回答 記述） 

・浸水シミュレーションを検討中（1 件）         

・緊急輸送路車道部マンホール浮上対策済（1 件） 

・R6 年度より耐水化整備工事を実施予定（1 件） 

 

19．県が主導し県内市町村を構成員とする検討会等に参加し、広域化等の方向性を検討していますか。  

※全ての団体で回答してください。 

 

 

 

 

 

 

 

20．自団体として、広域化のメリットをどのようなところに感じますか 

※複数回答可※全ての団体で回答してください。 

a.汚水処理原価の削減 25 件 

b.専門人材の確保による技術継承 13 件 

c.更新投資や維持管理費用の確保 21 件 

d.使用料の値上げを将来的に抑制 7 件 

e.その他 4 件 

f.特に感じない 7 件 

（e.回答 記述） 

・県・市町村一括災害協定の締結による災害対策の強化（1 件） 

・物理的条件等により広域化できない（1 件） 

a. はい 44 件 

b. いいえ 5 件 

c. その他 0 件 

a, 12 件

b, 17 件

c, 12 件

d, 29 件

e, 4 件
f, 5 件

a, 44 件

b, 5 件

c, 0 件

a, 25 件

b, 13 件
c, 21 件

d, 7 件

e, 4 件

f, 7 件

・スケールメリット、手間（1 件） 
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21．自団体として、広域化のデメリットをどのようなところに感じますか※複数回答可 

 ※全ての団体で回答してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（e.回答 記述） 

・検討中のため、わかりません。（1 件） 

・物理的条件等により広域化できない（1 件） 

・条件の違いによる利害調整（1 件） 

 

 

 

22．広域化の推進に当たり、何が課題であると考えられますか ※複数回答可 

※全ての団体で回答してください。 

a. 使用料水準の格差の調整 25 件 

b. 経営状況の格差 22 件 

c. 施設の整備水準の格差 19 件 

d. 住民の理解を得ることが困難 13 件 

e. 都道府県と市町村が連携し、一元的

な体制を構築することが困難 

12 件 

f. その他 5 件 

g. 特にない 6 件 

（e.回答 記述） 

・物理的条件等により広域化できない（1 件） 

・地理的要因（1 件） 

・関係機関との調整（1 件） 

・地理的な関係から、広域化による施設の省力化が図れるのか疑問（1 件） 

 

 

 

a. 広域化で使用料の値上げとなる 5 件 

b. 広域化で経営状況が悪化する 5 件 

c. 広域化にかかる作業負担が重い 32 件 

d. 自団体の下水道事業に対する影響

力の低下 

3 件 

e. その他 6 件 

f. 特に感じない 9 件 

a, 5 件

b, 5 件

c, 32 件

d, 3 件

e, 6 件

f, 9 件

a, 25 件

b, 22 件

c, 19 件

d, 13 件

e, 12 件

f, 5 件
g, 6 件
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23．自団体として、広域化に取り組む場合、その形態はいずれが適切と考えられますか。 

 ※全ての団体で回答してください。 

a. 事業統合（事業認可・料金体系まで

一体化） 

4 件 

b. 経営の一体化（事業認可・料金体系

は異なる） 

4 件 

c. 施設の共同設置・共同利用 7 件 

d. 施設管理の共同化 8 件 

e. 事務の広域的処理（業務の共同委託

やシステムの共同化、施設管理業務

の受託団体の共同設置等） 

17 件 

f. その他 4 件 

g. ない 4 件 

h. 未回答 1 件 

（e.回答 記述） 

・検討中のため、わかりません。（1 件） 

・物理的条件等により広域化できない（1 件） 

 

 

 

24．国等の公営企業をサポートする仕組みとして、ご存じのものはありますか。 ※複数回答可  

※全ての団体で回答してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 地方公営企業法の適用に関するマニ

ュアル 

40 件 

b. 公営企業会計に関する Q&A 集（総務

省ホームページ） 

37 件 

c. 経営戦略策定・改定ガイドライン及び

マニュアル 

40 件 

d. 経営・財務マネジメント強化事業によ

るアドバイザーの派遣 

38 件 

e. 地方公共団体金融機構の e ラーニン

グ 

33 件 

f. その他 0 件 

g. ない 2 件 

a, 40 件

b, 37 件
c, 40 件

d, 38 件

e, 33 件

f, 0 件 g, 2 件

a, 4 件

b, 4 件

c, 7 件

d, 8 件
e, 17 件

f, 4 件

g, 4 件
h, 1件
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25．ご存じのうち、利用したことがあるものを教えてください。※複数回答可 

 ※全ての団体で回答してください。 

a. 地方公営企業法の適用に関するマニ

ュアル 

30 件 

b. 公営企業会計に関する Q&A 集（総務

省ホームページ） 

30 件 

c. 経営戦略策定・改定ガイドライン及び

マニュアル 

34 件 

d. 経営・財務マネジメント強化事業によ

るアドバイザーの派遣 

12 件 

e. 地方公共団体金融機構の e ラーニン

グ 

17 件 

f. その他 0 件 

g. ない 6 件 

 

 

 

 

26．下水道事業の持続的な経営の確保のための各種取組みの一部について、 

公認会計士に委託する予定はありますか。 ※全ての団体で回答してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a.回答 記述） 

・予算編成及び決算レビュー等、既に相談・アドバイス業務を委託中（1 件） 

 

（b.回答 記述） 

・すでに公営企業会計システムの開発元とアドバイザリー契約を締結済み。（公認会計士、税理士等に照

会可能）（1 件） 

 

 

a. ある 6 件 

b. なし 27 件 

c. 未定 16 件 

a.ある, 6 件

b.なし, 27 件

c.未定, 16 件

a, 30 件

b, 30 件c, 34 件

d, 12 件

e, 17 件

f, 0 件 g, 6 件



 13 / 13 

27．公認会計士に委託する予定の分野は何ですか ※複数回答 

a. 将来の収支計画（経営戦略）の改定

の支援 

6 件 

b. 使用料改定に関する支援 0 件 

c. 官民連携の導入によるシミュレー

ションと効果の分析 

0 件 

d. 日常業務に関する業務改善（BPR）

や内部統制 

3 件 

e. その他 4 件 

f. 未回答 37 件 

（e.回答 記述） 

・委託する予定がありません。（1 件） 

 

 

 

 

28．下水道事業の持続的な経営の確保のために公認会計士に期待することはありますか 

※複数回答可※ 

 

（f.回答 記述） 

・正確な決算整理・決算調製のアドバイス（1 件） 

・経営に関する分析、助言、提案などの支援（1 件） 

・消費税の申告手続きや助言指導（1 件） 

 

 

以 上 

a. 公営企業会計の研修会の実施 17 件 

b. 経営戦略の改定の支援 18 件 

c. 使用料改定に関する支援 19 件 

d. 官民連携の導入可能性調査の支援 4 件 

e. 日常業務に関する業務改善（BPR）

や内部統制整備の支援 

9 件 

f. その他 4 件 

g. 特にない 7 件 

h. 未回答 6 件 

a, 17 件

b, 18 件

c, 19 件

d, 4 件

e, 9 件

f, 4 件

g, 7 件

h, 6 件

a, 6 件
b, 0 件

c, 0 件

d, 3 件

e, 4 件

f, 37 件


